
予定
実績
予定
実績

単位ｺｽﾄ

件

予定
実績

単位ｺｽﾄ
予定
実績

単位ｺｽﾄ

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ
(千円)

予定
実績

内

部

評

価

目

標

達

成

状

況

単
位
施
策
達
成
の
た
め
の
事
務
事
業

区分

施策 6402
妥当性 妥当 コスト削減の余地 有 受益者負担 適正

上位貢献度 有効 類似事業の有無 無 成果向上の余地 有
地域ブランド対象
業種を越えた連携強化による新たな産業の創出等を図る。施

策
が
目
指
す
姿

地域ブランド開発数 現状値 0件 Ｈ29年度目標値 5件成
果
指
標

平成25年度
0.00
1.00

13,235
8,066

平成26年度
1.00
3.00

11,976
10,326

平成27年度
2.00
7.00

11,976
12,950

平成28年度
3.00
6.00

11,214
9,604

平成29年度
5.00
7.00

12,002
12,565

上位施策「雇用の創出」の目標指標を達成するには、新たな産業、新技術、新製品の創出
が有効と考えられるため、本単位施策による貢献度は高い。貢献度

本市企業のうち市及び県のブランド等に新規認定された商品等は7件あり、実績が予定を上
回った。達成状況

農・商・工との連携による新商品の開発や事業拡大等ビジネスマッチングへの支援の検討
が必要である。課題

平成30年3月に策定した「市中小企業・小規模企業振興ビジョン」の取組み施策として、商
工業者と農林水産業者が連携して行う新商品の開発等の支援に取り組む方針である。取組方針

成果指標である地域ブランド開発数は目標を達成しているが、それがどのようなものであ
るか十分に市民に伝わっているとは言い難く、それらの周知や情報発信に工夫されるよう
お願いしたい。
本市における新産業の創出には、特に商業の振興の単位施策で実施している取組みが効果
を発揮していることがうかがえるが、工業の面での技術開発や技術転用などの成果が十分
でないと感じられる。大学や学術機関、金融機関との連携による新たな取組みを模索する
とともに、異業種交流の促進によるビジネスマッチング機会の拡大、市内の高校生たちの
活動（とちぎ高校生蔵部）と連動した取組みを検討されたい。

外

部

評

価

303301
事業ｺｰﾄﾞ 名 称 ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(千円) 達成度

産業支援補助事業費 12,565

平成29年度

100

25100000

産業振興部 商工振興課

新産業創出の推進

単位施策評価表 所属

成果指標１
[ ]
成果指標２
[ ]

成果指標３
[ ]

成果指標４
[ ]



施策

妥当性 妥当
新製品・新技術の開発の支援等により、地域ブランド化、
新産業創出を図る施策であり妥当である。

コスト削減の余地 有 経常経費の削減に努めていく必要がある。

受益者負担 適正
事業者の主体的かつ独自性の高い取組を支援するもので
あり、適正である。

上位貢献度 有効
市内中小企業者への支援施策である本事業は、新産業
の創出を図り、基本施策への貢献度は高い。

類似事業の有無 無

成果向上の余地 有
創業、ビジネスマッチング、６次産業化等への支援を行うこ
とにより成果向上の余地がある。

貢献度

達成状況

課題

取組方針

貢献度

達成状況

課題

取組方針

平成２９年度　単位　施策評価表　補表

6402　　新産業創出の推進

内部評価
【前期5年分】

区分

本市の新製品等開発支援事業の支援を受けた事業者が、その支援
を受け開発した新商品により、栃木県のレッツBuyとちぎ（新商品等調
達・販路開拓支援事業）の認定を受けるなど、達成度は高いと考え
る。

農業、商業、工業のそれぞれの産業が持つ技術、ノウハウを活かし
た地域ビジネスが展開できるような支援が必要である。また、各支援
事業の内容の見直しも必要である。

「栃木市中小企業・小規模企業振興ビジョン」に基づき、農商工連携
の取り組みを推進します。また、各支援事業の内容の見直しと併せ
中小企業者の販路の開拓及び拡大のための支援も考えたい。

内部評価
【H29年度分】

本市の中小企業・小規模企業は、地域経済を支え雇用を創出するな
ど重要であり、本単位施策の実施は、上位施策の雇用の創出にも大
きな役割を担っている。


